
福島県民健康調査甲状腺検査：若年者に対する超音波スクリーニングの教訓 

 

2011 年 3 月の東日本大震災後の福島原発事故は、さまざまな健康影響に対する懸念を引

き起こしました。複合災害の対策として、健康調査など多くの介入が行われてきました 1）。

福島の住民の甲状腺放射線量のレベルはチェルノブイリのそれよりはるかに低く、福島で

放射線による検出可能な過剰の甲状腺癌が発生する可能性は低いと示唆されました。しか

し、甲状腺がんへの恐怖は、事故直後に一般の人々へ放射線関連の不安の一つとして引き起

こされていました。健康影響の不安に対応することを主な目的に、2011 年 10 月からがん検

診の一種である甲状腺検査が、福島健康管理調査の一環として開始されました。甲状腺の検

査は、精密な超音波スクリーニングにより 240 例以上の多くの甲状腺がんの診断をもたら

しました。これは、スクリーニングなしでは一生診断されないであろう潜在性の甲状腺がん

の大きなプールからの過剰診断の可能性が考えられます 2）。最近の国際的な勧告は、無症候

性の成人だけでなく、原発事故後も無症候性の若い集団に対する集団的な甲状腺がん検診

に反対しています。この甲状腺検査から学んだ教訓は、超音波マススクリーニングは、利益

をもたらすよりもむしろ、過剰診断に加えて心理社会的混乱を引き起こすことが示唆され

るものでした。災害後の調査研究においては、もしそれが望まれていたとしても、行動規範

を策定することの重要性が、近年認識されてきています。福島の住民の自主性と情報に基づ

く選択を保証するためには、自主的な参加と行動規範に基づいた個別のモニタリングアプ

ローチに変更することが不可欠です 3,4）。 
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